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平成三年 に大学審議会の答 申が出 されて以来、現在の大学教育研究は 「大学の 自己点
検 ・評価」 の観点か ら教授法改善へ と切 り込むことを試 みている。 しか し現実的に重要
な大学の教育機能 を抜本 的に改善するため には、改革の必要性 を唱えるだけではな く、
その可能性 や改革実現 のための段取 り ・方策 にまで踏み込 まな くてはな らない(天 城
1995)。すなわち大学での教育内容 ・方法の再検討 ない し具体的な授業の改善が必要 とさ
れている。大学教育には、単 に教師か ら学生 に知識 ・技術等 を一方的に提供す るという
ス タイルだけではな く、学生の知的渇 きを潤 し、 しかも、それを喚起するような教 師と
学生 とのコミュニケーシ ョンと相互作用が成立する教授 一学習 システムを確立すること
が期待 ・要請 されてい るのである。
すでに初等 ・中等教育の段階では、「新 しい学力観」 という発想 にたって、"関心 、意
欲、態度"や それを支 える"思 考力、判断力、表現力"な どを育成す る学習環境の開発
が進め られてお り、多様 な教育メディアや情報機器を活用 した授業改善の試みがなされ
ている。 しか しなが ら、高等教育段階 とりわけ大学での教育においては、教授法 に関 し
て大 きな文化的遅滞 とギャップが生 じてきている。
確かにこれまでにも、大学での教育システムにおける論究がい くつかなされてきたが、
それ らはいず れ も教育制度的な側面か らの検討であ った り(片 岡ほか1989、牟 田1993、
喜多村 ほか1996、刈谷1992)、単なる授業運営技術 のリス トアップ(B.G.Davisら,1983)
という両極 に偏 ったものとなっている。 また、教授法改善 という問題 に踏み込 んだプロ
ジェク ト研 究 も進められつつあるものの、現在のところ、それ らは 自らが行 った大学で
の授業実践やアンケー トによる授業評価の報告集や(伊 藤 ・三尾 ほか1996)、領域の限定
されたものに とどまっている(松 田ほか1996)。
(2)教授法改善の大 きな方向性
大学 における教授法改善のためのオリエ ンテーションとしては、大 きく次の五点が考
えられる。
① 大学教師の教授能力(教 材 ・情報機器の活用 を含む)の 向上 を図る必要がある。す
なわち、よい研究者がす ぐによい教育者であるとは限らない。研究活動 とその成果
を背景に して、知識 ・技術 を伝達す る教授法が存在 しているのである。
② 大学の使命 として、学生が意欲的に学習を進め るためのシステ ムづ くりが必須であ
る。大学教育や授業 を通 して、自然 に教育メデ ィアの活用、情報機器の操作 ・活用
がで きる教授 システムを確立 していかねばな らない。教育の情報学、すなわち、 コ
4ンピュー タ技術 ・通信 ・ディスプレイ技術 を総合 した新情報技術は補完的な もので
はな く、知識 ・技術等 を獲得 してい く方法その もの を変革 してい くか らである。
③ これまでに各研究機関や研究室 で、開発 ・蓄積 されて きた教育 ・研究方法お よび教
材 を、大学教育の教授法および学習効果 の促進 に役立ててい く。
④ 多様 な教育 メディアを同時に提示で きるマルチメデ ィア環境 を取 り入れる。効果的
な授業の質は、 ① カリキュラム と授業計画(シ ラバス)② 教材 ・教具お よび新
情報技術 による視聴覚 メディアの教室環境 ③教師の教授能力 によって支え られ
る。
⑤ 新情報技術 をベース とした高等教育の教授学習システム(NewlnfomladonT㏄㎞ logy
basedTeachingandL㎝τ血gSystemin}丑gherEducぬ㎝)を 考慮 しなが ら大学教育の革新 を目
指す。 ここで議論の対象 となるシステムは、教 師の教授法お よび学生の学習方法そ
の もの を変革 してい く教授 システムであ り、高度情報化社会 を担 う学生の情報 にか
かわる基礎的能力をも養成する ものでな くてはな らない(木 田,1995)。
このような問題 をふまえて本論では、新情報技術 を機軸 とした高等教育の教授 一学習




急激 に変化する社会的 ・経済的 ・技術 的状況 に対応 した教育発展 を考える上で、新情
報技術 による教育 に関 して基礎的な検討課題がある。それには、次の2つ の側面か らア
プローチ し、課題に切 り込んでい く必要がある。
① 教育機関 ・組織の現状 とその潜在的役割の解明(と くに大学 ・大学院)
イ)教 育機関が、個人ない し社会に養成す る新 しい教育 ・訓練にどのように対応できるか
ロ)ど のような形態 ・方法の教育 ・訓練が可能か
ハ)教 育制度 ・組織はどの ような圧力に直面するか




そして、上述の課題を具体化す ると、当面する下位課題 の窓口として次の6点 が設定
される。











これ らの課題は、ひいては次の点へ と発展 させ ることができる。すなわち、
(a)教育制度 に新情報技術 を導入することに関す る政策の傾向、および新技術の教育へ
の適用 ・利用に関する研究 ・開発(R/D)の 発展 について各国 に情報を提供す る
こと。
(b)それ らの導入に関す る主要な問題点を明確 にすること。例 えばソフ トウェァやコー
スウェア、データベースの制作 と流通、コンピュータ ・リテラシーの問題 など。
(c)教育制度 において機能 してい く場合の技術 の可能 な影響 を検討するこ と。つ まり
"学習過程"
、"カリキュラム と教育機関の組織構造"お よび、教師に新 しく求め ら
れる機能 とそれに関連す る教師教育 に関す ること
などである。
(2)カリキュラムに関する検討
① 高等教育は、その発展過程 において、産業界や様々な社会的組織 、学協会、研究機




③ 良質のハー ドウェア とソフ トウェア、 コース ウェアの生産 と教授法の効果的訓練は
教育発展に不可欠であ るが、それ を効果的 な改革:に結びつけるには、教育の組織的
基盤 と構造的要素 に注意を向けた方略をともなったものでなければならない。
④ 教育 システムを総体的に見 た場合、 ようや く新情報技術 の長期的な影響力が認識 さ
れつつある。
⑤ カリキュラムに新情報技術 を導入することについて、い くつかの異 った方略が想定
可能である し、実際に採 られつつある。例 えば、あ らゆる学問分野 に広 げる方向、
一つの学問分野 としての教育の情報学 に焦点 を当てる方向、あるいは社会における
新情報技術の影響の評価 に重点を置 く方向 などがあろう。
ここで共通に言えることとして、次のような点が挙 げられる。
i)課題発見 ・解決型の知的 プロセスに、より重点が置かれるべ きこと。
ii)学際的アプローチを、教育において も採用することが望 ましい こと。 ご
6iii)学習は生涯を通 じる もの と認識 されてお り、知識 ・技能の習得 は学校で完結す る
ものではな く、「学 び方を学ぶ」 という方向 に注意が向けられるべ きこと。
iv)新情報技術 によって産業に もた らされた変化に伴い、特定の職業(印 刷 ・金融業
など)分 野 においても改革は避けがたいこと。
v)コ ンピュータを通 じて、広範かつ多様 なデー タベース にアクセスすることによっ
て、学生はより複雑で よ り実生活 に近 い問題の解決に立ち向か うことがで きる(情
報の民主化)。
vi)新情報技術の導入に伴 うマイナス効果 にも留意すべ きこと(コ ンピュー タと過度
に相対することの不 自然 さや、アル ゴリズム技能 と創造的活動や枝分かれ思考 との
バ ランスの問題)。
⑥ 高等教育 レベルで、すべての学生に情報学(Info㎜adcs)を教えるべ きであるという
共通認識はあったが、 どの レベルで どの程度教 えるべ きかについて早急 に具体的内
容 を検討 してい く必要がある。
⑦ 教師はカリキュラム改革、教授法の開発の中心的存在である。





制度 としての高等教育は、より柔軟性を持つ ことによってのみ中心的役割 を保持 し続ける
ことがで きる。また、遠隔教育に新情報技術 を使 うことによって、教育内容の共有化、教
育の個別化、および社会のあらゆるすみずみへの教育的機能の拡張が見通される。
同時に、次 に掲げる点 も課題 となってこよう。
① 様 々なレベルの継続教 育や高等教育における新情報技術 の導入 とカリキュラム開
発 ・評価な どに関す る研究 を援助す るこ と。特に、国際的に研究成果 を総合す る方
法を確立す ること(イ ンターネッ ト、サテライ トの利用)。
② 今後の研究領域 としては、高等教育における新情報技術、伝統的カリキュラム と新情
報技術に基づ くカリキュラムの調和、異なる教材データベースにおける新情報技術の
統合、教育用ソフトウェア、コースウェアの質的向上 と教師教育の問題などがある。
③ コンピュータ関連 コースは、新情報技術の社会的意味(新 情報時代 の人間的、倫理
的、政治的、経済的 な意味)に ついての議論 を含む ものでなければならない。 この
重要な論点 に関わる研究にもっと注意 を向けてい くこと。
(3)ソ フ トウェア 、 コース ウェア 、デ ー タベ ースに関 する検 討
ソフ トウ ェア 、 コース ウ ェ ア、 デ ー タベ ース につ いて検 討 す るべ きポイ ン トは、大 き
く 「コー ス ウェ アの制 作 ・開発 」 と 「コー ス ウェ アの 流布 ・流 通 」 との2点 に分 け て考
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えることができる。














新情報技術 の教育への導入に関する情報の交換 のために、国際的なネットワー クを
ソフ トウェアとコース ウェアに関す る情報が国際的に伝達 されるためには、共通の
様式が不可欠であるので、コースウェアとソフ トウェアを記述 し、評価する統一的
基準 を作 ること。
③ ソフ トウェアに関す る情報の交換 は、ソフ トウェアその ものの交換 に結びつ く(テ
レビやラジオ放送の分野では、番組の交換 の成功例 があ る)。したがって、交換の
ために国際的に認め られる標準が必要である。
④ 新情報技術の教育における役割 については、いまだ研 究開発 に待つ ところが多 く、
国際的にも基礎 ・応用両面の研究 に一層の協力 を行 うことが要請 されている。
3.現 在 の 課 題
(1)教授、学習、教育への利用 を促進する新情報技術のパイロッ ト・スタディの評価
教育制度の正規お よびノン ・フ ォーマルのセクターにおけるい くつかの機関は、大規
模に各種の情報技術(例 えば、マイクロ ・コンピュータ、 ビデオディスク、 ビューデー
タ、ワープロなど)を 利用 していかなければならない。 またこれまでにも実際に、重要
な開発 を行 って きてい る(電 子通信網 の広汎 な利用)。 これ らの多 くはハ ー ドウェア、
ソフ トウェア、データベースに関 して、公的あるいは私的な実験的立証 ・確立が必要で
あり、 しか も教授、学習、教育への利用 を促進す るために新情報技術が どの ような役割
を果 たすか、その知見 を評価 してい く必要があろう。
そ して評価対象 となる新情報技術の教育利用形態 として、次のような3つ の枠組みを
取 り上げることがで きる。
a)学 生と教師に とって新 しい道具 としての新情報技術
i)計 算 と統計的分析、スプレッドシー ト、グラフィックスのためのマイクロ ・コン
ピュー タ(大 型コンピュータと結んで利用できるような応用 ・活用)
8ii.テキ ス ト作 成の た めの ワー ドプ ロセ ッサ
iii.教育機 関 か ら 日常 的 に申 し込 まれた コー ス につい ての情 報の ビュー デー タ
ivl教師の ため のCMI
、 ・教 師の ため の電 子黒 板や 、 この種 の他 の応 用 ・利 用
b)コ ンピ ュー タ をベ ー ス と した学習(CBL)
i}ド リル と演 習
ii>教育ゲ ー ム、 シ ミュ レーシ ョン、 問題解 決。
iii)チュー トリア ル ・モー ド(コ ン ピュー タある いは マルチ メデ ィアの構成 ・形態)
iv)エキ スパ ー ト ・システ ム と人工 知 能型CAI。
c)電 子 通信 網
ロー カル ・エ リア ・ネ ッ トワー ク(L.AN)と コン ピュ ー タ ・ター ミナ ル、 あ るいは
ビューデ ー タを介 して利用 で きる通 信網 の ため の有線 、光 フ ァイバ ー、 イ ンター ネ ッ ト、
サ テ ラ イ トな どの利 用
i)内 部 お よび外 部の デ ー タ ・ベ ースの利 用
ii)情報の伝 達(テ キ ス ト、 音声 、 画像):電 子 郵 便、 フ ァクシ ミリ、 ビデオ 、テ レ
ソフ トウ ェア
iii)情報 の分 析:テ レコ ンフ ァラ ンス(ビ デ オ と音声)コ ンピュー タ会議
iv)遠隔教育 、関 連す る内 部お よび外 部 の機 関
(2)ケ ース ・ス タデ ィの 実施
したが って、 パ イロ ッ ト ・ス タデ ィの評 価(ア セ ス メ ン ト)に 関連 して、 一連 の ケー
ス ・ス タ デ ィを 計 画 す る こ と が 肝 要 と な る 。 例 え ば 、 高 等 教 育 に お け るCBL
(ComputerBasedLeaming:コンピュ ー タをベ ース とした学習)お よび、企業 にお ける継続
教 育 、 リフ レ ッシュ教 育 、 ス タ ッフ ・デ ィベ ロ ップメ ン トな どの局 面 は もちろ んの こ と、
高等 教育 段階 におけ る電子通信 網 におい て もその 範囲 が及 ぶで あ ろ う。
新情 報技 術 の高度 教 育利 用 に関す る研 究 ・開発(RID;Research/Development)に関 して、
重要 な基 礎 的研 究 が 、認 知科学 、教育 ソ フ トウェ ア開発 、学校 、社 会 にお け る コ ンピュ
ー タ ・イノベー シ ョンを実施 し実 行す る技 術 、 コ ン ピュー タの社 会的 な有 効性 ・効 果 に
お いて 要請 され て きてい る。
この ステ 一ージ にお い て、教 育 にお け る新 情 報技 術 の研 究 ・開発 のす べ ての局 面 をカバ
ー してい くこ とは不 可能 で あろ うが 、 これ か らの高等 教育 にお け る課 題 は次 の よ うに焦
点化 で きるだ ろ う。
i)基 礎 的ス キル にお け るCBLの 貢献 、 自律 分散 型教 育 シス テムの可 能性
ii)この よう な基 礎 的ス キル の学 力 な どに関連 す る認知 過程 の 理解 を促 進 す るため に 、
研 究 道具 と して の コ ン ピュ ー タ(人 工 知 能 とエ キ スパー ト ・システ ム、 認知 心理 学
とCMIの ある局面)の 活 用方法
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これ らの基礎的スキルの改善に重要性 をおいていることの意味は、基本的 な 「教育の
質」について、新情報技術 は学習方法、 とりわけ知識、技術、方法の獲得に対 して
ますます貢献 してい く。
i)関連する基礎 的スキルの学習 を改善す る際の新情報技術の現在の評価
ii)この ような学習改善 に関連 して進行中の研究、特に人工知能型CAI(ICAI)
に通 じるプロ トタイプ(相 互チュー トリアル ・モー ド、エキスパ ー ト ・システムや
グループシステム)




最後 に、大阪大学人間科学部における新情報技術 を活か した教育 システムの構想 を提
案 してみたい(図1参 照)。マルチメデ ィア教材 の利用によるプロジェク ト様式の実習
活動のように、比較的小 さな桁での取 り組みについてはこれまでにもい くつか報告 され
ているが(上 田1994、菅井ほか1996など)、ここではそ うした実習活動 をさらに発展
させるためのシステムについて、現在の展開状況 を述べ てみたい。




































3)現 場 との密接 な関係
富永(1989)は、広帯域ネッ トワークの活用事例 として、会議 ・講演支援 システム と
電子図書館の2つ を挙げてその適用モデル を説明 しているが(図2)、 図 ユに示 したモ
デルはそれ らの特長 をともに有するものである。つ まり、大学 における教育 ・研究 とい
う枠組みの中で、様々な教育 ・研究 プロジェク トの推進 ・支援機能 をもちつつ、かつ関
連するデータの保有 ・管理機能をもたせている。以下に、上記3点 の各 々を詳述 したい。
(2)学内における教授法の改善











































































図2広 帯域 ネッ トワークの活用例(富 永1989)
よって、従来 の教授法および研究方法は再検討 を迫 られることになる。た とえば、本学
では光ファイバー等の通信ケーブルを敷設 し、吹田キ ャンパスと豊 中キャンパス間に大
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容量 ・高速度の情報通信 を行 うことがODINS(OsakaDaiga㎞L曲rmadonNe鯉od(Sy蜘m)の拡
張計画等で検討 されている。 これによって、両キャ ンパス間の遠隔講義 が相互 に実施で
きるようになるわけだが、これは、単 にキャンパス間の移動のための苦労が軽減 される
とい うだけではな く、教授法の改善にとって重要な問題 を含 んでいる。
従来の講義であれば、教室内の臨場感に助 けられて、教授 内容の伝達方法に特別の配
慮 を払 う必要が少 なかった し、演習で も、若干の文献やVTR教 材 を基 にした討論活動
を展開するにとどまっていた。 ところが、通信網 や通信衛星を介 した遠隔授業 において、
より効果的な情報の伝達や共感 を伴 った理解 を実現するためには、講義 内容 ・論題の提
示方法 を最大限に工夫 しな くてはならない。遠隔地 とのテレビ会議で、普段の会議 とは
異 なったより負荷の高い情報処理を行 っていることは、一度参加 した者 であれば誰で も
感 じるところである(中 島1996)。
また、ネ ットワーク等を通 じて様々な箇所か ら教材 ・素材 を入手する際に、あ らか じ
め教 官側が教材の全貌 を把握することは不可能 である。 したが って、道具(メ デ ィア)
の特性 をふ まえてその利用方法(教 授 法)を 考 える という一見本末転倒 と思われる事態
も、教授法改善の誘因の一つ ととらえれば、合理的 に解釈す ることができる。加 えて、
遠隔講義用教室の設営や講義 ・演習 システムの開発 など、現実的な課題 も考慮する必要
がある。
ところで現在、文部省が主体 となって遂行 されている情報通信系 による教育方法開発
を目的 とした文教施策には、以下のものがある(文 部省1996)。
1)東京工業大学 における衛星通信遠隔教育 システム
2)衛星通信大学問ネッ トワー ク構 築事業
24)全国大学等間スペース ・コラボ レーション ・システム事業
2-2)国立大学病院間スペース ・コラボレーション ・システム事業
3)マ ルチメデ ィア ・ユ ニバーシテ ィ ・パイロット事業
4)国 際的通信衛星の利用による学術研 究の推進(地 震 ・火山観測の強化)
5)衛星通信利用 による公民館等の学習機能高度化推進事業
6)僻地学校高度情報通信設備活用方法研究開発事業
7)衛星通信 を利用 した研修支援の実践的研究(教 員研修への活用)
8)衛星通信 を利用 した学術研究の推進(気 候 ・海洋観測)
9>衛星通信 を活用 した国際シンポ ジウムの開催
10)高度情報化に対応 した日本語教育の在 り方に関する調査研究
1)は 、理工系 と文科系 の大学問を結ぶ試行的な実践活動であ り(宇井ほか1996、
清水ほか1996)、光ファイバーケーブルによる情報の送受信 と通信衛星回線 を用いた
情報の分配 とが、効果的に組み合わされている。
2)は 文部省 共同研究機関である放送教育開発 セ ンターを中心 としたSCS(Space
にCdlabし・rationSystem=スペ ー ・コラ ボ レー シ ョン ・システ ム)事 業 と呼 ば れ る もの で 、
1996年10月か ら運 用が 開始 され 、 各研 究機 関で盛 ん に利 用法 の追 究が な され てい る とこ
ろで あ る、 このSCSに お け る研 究 会 で も、 情報提 示 の方 法 改善 が 、重要 な議 論 の課題
の つ として取 り上 げ られ てい る。
今後 、 こ う した情 報通 信 系 を介 した遠 隔授 業や 教育 ・研 究 活動 は 、そ の利 用法 の開発
と ともに よ り盛 ん にな る と思 われ る。 しか も、単 に国内 の大 学 間だ けで な く、外 国の大
学 との問 にお い て も展 開可 能性 が十 分 にあ る とい え る。
(3)インターネ ッ トか らデータベース ・ネ ッ トへ
第二点 として議論すべ きは、ネ ットワークの運用方法であ る。現在、大学におけるネ
ッ トワークの主軸 は、学術情報セ ンターを中心 とする7大 学 を結ぶ学術情報の基幹 ネッ
トワークと一般社会におけるインターネッ トであ る。教授 一学習 システムの構築 におけ
るネッ トワー ク利用の方向性 について、若干の技術予測 も含めて述べ てみたい。
現在の ところ、上述 のODINSが学部および大学院 において も大いに活用 されてお り、
ホームページの提供等 のサービスを行 って きているが、 これ をさらに充実発展 させ なけ
ればならない。具体的には、「人間科学 デー タベ ース」 を構築 ・運用 を通 して、情報の
発信 と受信 を行 うことが望 ましい と考えられ る。 これまでに、公開講座や、通信衛星 ・
テ レビ電話 を介する遠隔講義の送 出な どを行 ってきたが、これ らの内容 を映像 ・音声デ
ー タベースに蓄積 して、後に学内外か ら利用で きるようにす る。 さらに一般の授業で も
その記録 を残すこ とで、再学習や未受講者の 自学活動 に利用で きるようにすることも考
え られる。これは、社会 に対 して 「開かれた大学」を構築す る意味でも有益 である。 ま
た、人間科学の諸研究 では、実社会における各領域の現場 に密着 した膨大 な一次データ
を対象 とするこ とが多 く、 これ らを研究や教育に利用す ることが望 まれるが 、これ を
「人間科学デ7タ ベ ース」に蓄積運用することで、情報の保全 と社会 に開かれた活動が
可能になると期待 される。
これ らの利用形態 を実現する技術的基盤 として、次の点が指摘で きる。一つは、通信
技術の進展であ り、 もう一つはそれに伴 うネ ットワーク状況め変化である。
前者については、情報の送受信の精度 とスピー ドを上げるために開発 されている技術
の一つに、広帯域 ネットワーク技術 とそれを支えるATM(AsynchronousTransferMode)
技術がある(山 下1996、井上1995、岡田1995、渡辺1995)。これは、高速度の情
報転送、通信速度に依存 しない トラピック特性をもつなどの性質を有 してお り、今後飛
躍的に増加すると思われる動画 などの大容量の情報について、転送 をより効率的に行 う
のに有用な技術である。こうした一連の技術 開発 によって、よ り大量の音声情報や映像
情報を送受信することがで きるようになりつつある。
さらにそ う した技術発展 を視野においてネ ッ トワーク利用法の将来性 を考える とき、
現在の インターネッ トを越 える枠組みが構築 される可能性があると思われる。現在各ホ
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一ムページで扱 うことので きる情報 は、せいぜいテキス トデータ、制止画像お よび若干
の動画である。 しか し今後、上述のATM技 術等 を用いた高速度転送が可能な広帯域の
通信網が実現 して、かつ個々のユーザ レベルで固有のデータベースを構築することが実
現 した場合、各々のデータベースを結ぶネ ットワー クが形成 され ることが想定で きる。
逆 に言 えば、個 々の研究機関は、研究領域 ごとに有意義 なコンテ ンツとそれらを効果的
に保全 ・管理できる独 自のデータベース を溝築 しないと生 き残ることがで きないともい
える(斎 藤1996)。
こういった学術情報の発信 と受信は、今後 ます ます重要になる と考えられ、ネ ットワ
ー ク管理 とサービスが さらに重要になる。これは、前節で挙げた文部省推進施策の うち、
3)の マルチメデ ィア ・ユニバーシテ ィ ・パ イロッ ト事業における構想(図3)を さら
に発展 させて、本学部における学際的なデータベースの有用性 を教授 一学習システムに
反映 させ ようとするものである。
(4)研究現場 との リンク
実証研究 を行 う上で しかるべ きデー タの収集 ・整理 は不可欠であ るが、人間科学の諸
セ
研究のように研究領域 ・方法が多様化 ・複雑化する分野では、実社会に対 してどの よう
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なアクシ ョン ・リサーチ を展開す るのか、そのための リソースをどのように入手するの
か、 また現場 と大学 とをどのように結ぶのか等の視点 を欠 くことはで きない。
一例 を示す と、人間科学部では今年度か ら 「ボ ランティア人間科学講座」が 開講 し、
学 内だけでな く一般 にも開放 している。「ボ ランティア」 についての学問的な体系の構
築 は緒 についたばか りだが、研究領域の特質 として、実践現場 との関わ りを密 に しなが
らもそれ らを対象化することが求め られるだろ う。特に、調査 ・研究 ・議論の対象 とな
るデータは、国内外 に広 くわたるもの と思われる。そこでは、複数の通信系 による情報
の発信 ・受信が きわめて重要な役割 を果たす。多重な通信手段 を用いて情報の収集を図
ると共に、例 えば現場での活動が比較的長期になった場合 など、現地か ら映像や音声 を
用いた授 業 く遠隔講義)も 必須の ものとなろう。
この ように、「人間科学 コミュニケーシ ョンセンター」が情報通信手段 の 「基地」 と
して施設 ・設備 され る一方で、一連の送出設備 を搭載 した移動体(例 えば車な ど)の 開
発 ・整備 も、併せて要請 される。前 々節で紹介 した文部省の企画のうち、4)や8)に
あたるプロジェク トを教育分野に適用す る形が想定できる。
5.ま と め と 今 後 の 課 題
高等教育の改善 をめざす場合の検:討課題群 を構造 的に示 し、それ らを前提 とした人間
科学部の構想 と展 開状況 について、事例紹介 を行 った。高等教育における教授 一学習 プ
ロセス 自体の研究 における今後の課題 として、以下の数点が挙 げられる。
・的確 な技術予測 に基づいた、新情報技術 による教授 一学習システムの形成 と構築
発展 を続 ける情報技術 に対 して、常 に今後の展望 を視野に入れなが ら、教授 一学
習 システムの構成を段階的に図る必要がある。
・教授 一一学習 システムに基づ くカ リキュラム ・デー タベースの開発
新情報技術 による教授 一学習 システムを逐次構築 してい くことは、同時に情報発
信の内容 と手段 をたえず更新する必要性 を含 んでいる。そのためには、全 く異なる
領域の教官が集 まって議論 をする中で、お互 いのカリキュラムやデータの構成 を行
うというような環境が形成されなければな らない。
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TheFundamentalStudyonTeaching-LearningSysteminHigherEducation
basedonNewInf6rmationTechnology
YAMAGUCHI,Yoshikazu
MAESAKO,Takanori
INOUE,Mitsuhiro
Thisarticleaimsto負)llowingtwopurposes;thefirstisclarifンingandsortingouttheproblems
andtasksthatweshouldcomeupagainstwhenweimprovementteachingmethodologyinhigher
education;thesecondisproposingthesystemof"HumanSciencesCommunicationCenter"
whichwearedesigninginFacultyofHumanSciences,OsakaUniversity。
Firstofall,thefbllowingfivepointsshouldbenotedtowardtheimprovingtheuniversityand
collegeeducation;1)improvingteachingcompetence,2)establishingtheleamingsystemraising
studentsIinitiative,3)usingresourceswehaddeveloped,4)importingthemulti-mediapresentation
systemand,5)takingaccountofNewTechnology.
Theproblemsandtasksthatareinvolvedinteaching-leamingsysteminhighereducationare
dividedilltothreelevels;theroleofeducationalorganization;theissueofcuriiculum,softwareand
courseware;andtherequisitionofDetabases。Bacedupontheaboveproblemsandtasks,theissue
wefaceuptoisfUlfillmentofapilotstudyandacase.studyabouttheteaching-leamingsystem
applingNewInformationTechnology.
Inconclusion,HumanScience-Database,whichwearenowdesignninganddevelopping,
havethreedistinctivefeatures;Improvementonteachingmethodologyinthelecturewithtele-com-
municationtechnologyapplied,open-lectureandresource-circulationbymeansofSCS(Space
CollaborationSystem)etc.,thedistance-lectureinthespecificfieldofstudy(e.9.;volunteer)by
saIellitebroadcasting.
